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緒 言

健 藻保 険制 度の発 足 以来,被 用者健康 保 険 に

おけ る被 用者 本人 の給 付は,医 師受 診に際 し,

定 額の一 部負 担金 以外 は,十 割 給付 を原則 と し

て きた1) 2).し か し,医 療需要 の増大 に と もな っ

て医療 費が 急増 した こ とや,被 用者健 康保 険 と

国民健康 保 険 との 間 で保険料 や 給付率 に差 が あ

り,しか も財 政状 況 に大 きな格差3) 4) 5)が生 じたこ

とか ら,昭 和59年 に健 康保 険法 が改正 され,被

用者健康 保 険の被 保 険省本 人 に対 して も一 割 の

定率負担 が 導入 され る こ とに な った1).

保険 に よ り,患 者 負担 が低 額 に締 えられ た場

合 に は,受 診が増 加 し,そ の結 果 として 医療 費

の増加 を もた らすデメ リッ トがあ り6), Feldstein7)

は,保 険に よる医 療保 障 が社会 的 な費用 を高め

るこ とを明 らか に して い る.し か し,患 者負担

が低額 に抑 え られ るこ とに よ り,早 期 治療 につ

なが る点 で8),医療 費の効 率 的活 用が 図 られる メ

リッ トは期待 でき る.健 康保 険制度 は最低 の保

険料 で最 大 の給付 を保 障す るこ とを 目的 と して

お り,必 要な受診 は保 障 され なけ れば な らない

だけに,患 者負担 の 設定 には慎 重 な配慮 が必要

とな る.過 去 に患 者負 担が 増加 した例 として は,

老 人保健 法 の施行 に よ る定額 負担の 導入 が あっ

たが,負 担額 の妥 当性 につ い ての十分 な検 討 が

な され ない ままに実施 された9).

職 域健康 保 険 には,政 府 管掌 健康保 険 と組合

健康 保険 とが あ るが,政 府 管掌 健康保 険 は主 に

中小 の事 業所 か ら構成 され て お り,財 政 面は敬

府 に よ り管掌 され て い る10)一 方,組 合 健康 保 険

では,お お むね1,000入 以上 の被保 険者 を有す る

組合 が認可 され てお 弓,自 主的 な管理 の下 にそ

の事 業体 の実態 に即 応 しで事 業運営 が され てお

り10),そ れ ぞれの健 康保 険組合 の特 性(以 下,組

合特性 と略 す)が 被保 険者 の受 診行 動 に反映 さ

れ る と推測 され る.健 康 保 険組合 に関 する研 究

と しては,谷 口11)が「組合形 態」「業 種」「平 均年

齢」 「被保 険者数 」といっ た組合 特性 が 医療 保 険

の財 政 に影 響 を与 えるこ とを明 らかに した.ま

た,中 瀬12)は健 康保 険組合 の保健 施 設事業 と医療

費 との関達 を明 らか に して い る.し か し,定 率

負担 導入 に よる受 診行 動へ の影響 と組合特 性 と

の関 連に つい ては,い まだ報告 が見 あ た らない。

医療保 険制度 が医療 受診 を保 障 す る社会 制 度

であ る13)以上,受 診の機会 は公正 に保 障 され るべ

きであ り,負 担 額の妥 当性 につ いて も十分 な検

討 が必要 であ る.す なわ ち,定 率 負担の 導入 が,

どの よ うな特性 を持つ 健康保 険組 合 におい て,

どの よ うな受診率 の変 動 を もた らすか を明 らか

にす るこ とは,今 後 の保 険給付 の一 本化14)や老 人

保健 制度 にお け る老 人医療 への定率 負 担導 入15)

な どの動 向 と も関連 して今 日的 に重要 な課題 と

考 え る.

研 究 目 的

本研究 は,昭 和59年10月 に導 入 され た被 用者

健康 保 険にお け る被保 険 者本 入への一 割定率 負

担 の導 入が,受 診行 動に 及ぼ した影響 を,組 合

特性 との関連 で明 らか にす る 目的 で実施 した.
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表1　 昭和60年 度組合構成因子の平均,標 準偏差,

及び変動孫数

研 究対 象 お よび研 究 方法

研 究対 象 は,被 用者 健康保 険 の 中で,自 主的

な運 営が な され て い る組合 健康 保険 の全 国総織

で あ る 「健康保 険 組合連 合会 」 に加 入す る全 て

の組 合 とした。「健 康保 険組 合連 合会」は,昭 和

60年3月31日 境在,組 合 数1,722,被 保 険 者 数

12,404,195名 であ った.健 康 保 険組合 の デー タ

は年 度 ご とに集計 されて い るために,導 入 の行

わ れた 昭和59年 度 前 後の昭和58年 度 と昭和60年

度 の被保 険 者本 人の受 診率 を,そ れ ぞれ導 入前

受 診率,導 入後受 診率 と して分 析す るこ とに し

た.し たが つて,分 析 対象 は昭 和58年 度 と昭和

60年 度 の両 年度 に 「健 康保 険組 合連合 会」 に加

入 してい た全組合1,701組 合 であ る.

組合特 性 を示す 指標 と して は,昭 和60年 度の

被保 険 者 の平均年 齢,性 比,被 保 険者数,平 均

報 酬 月額,扶 養率,保 険料率,収 支 比,組 合形

態,業 種,地 域 を選 択す る こ とに した.受 診率

の変化(%)は,導 入前 と導 入後 との受 診 率の

差 を導 入 前受 診率 で除 して求め るこ とに した。

なお,受 診行動 につ いては,入 院 と外 来受診

及 び歯 科受 診 とで は異 な ると考 え られ るので,

医科 の入 院 と外来 及び歯科 別 に受診率 を比較検

討 す るこ とに した.

統 計の分 析 には,岡 山大 学総 合情報 処理 セ ン

ター の統 計パ ッケー ジSPSSXを 用 い た.

調 査結果 と考察

1. 調査対 象 の集 団特 性

今 回の調査 対象 である1,701の 健康 保 険組合に

つ いて,そ の集 団 の特牲 を明 らかに す る 翼的 で,

緩合 特性 を示 す指標 の うち連続 変数 で あ る平均

年齢,性 比,被 保 険者数,平 均報 酬 月額,扶 養

率,収 支比 の平均値 と標 準偏 室 及び変 動係 数 を

求 め た結 果 は,表1に 示 す 如 くであ り,被 保 険

者数 及 び性比 の変動 係数 が 大 きい こ とが認 め ら

れ る.

被 保険 者数 につ い ては, 10,000人 以 上の健 康

保 険組合 が317組 合(18.6%),同 時に1,000人 未

満 の組合 も170組 合(10.0%)あ り,そ の調 に幅

広 い分布 を示 してお り,性 比につ い て も,業 種

に よって 男女 の構 成劉合 に特徴 が あ り,紡 績工

業や 金融保 険業 では女性 の 占め る割 合が大 き く,

鉱工 業や運 送業 では男性 の割 合が高い16)ことを反

映 してい た.

これ ら,二 つ の指 標以 外 ではほ ぼ正規分 布 を

示 してお り,表1に 示 した数値 は 現状 の組合健

康保 険 の集 団特 性 を示す 基本 統計 量 と考 えるこ

とが で きる.

今後 の分析 に際 して,こ れ ら組合 特性 を示 す

指 標 につ いて,内 部 相関 を明 らか に してお く必

要が あ るの で,連 続変数 と して示 され る指 標 に

加 えて,組 合 形態,業 種 及 び地域 につ いて も,

カ テ ゴリー変数 として ダ ミー 変数 を用 いて数量

化 し,各 指標 間の相 関 を求め た結 果は表2に 示

す如 くで あった.な お,ダ ミー変数 として は,

組合形 態 につい ては単一 及 び連 合 組合 を1,総

会組合 を2,業 種 につ いて は第二 次産業 を1,

第三次産 業 を2,地 域 につ いては 東 日本(福 井,

岐阜,三 重 以東)を1,西 日本 を2と した.

表2を 見 る と明 らか な よ うに,平 均年 齢が最

も多 くの指標 との相 関 が高 く,組 合 特性 に最 も

幅広 く影 響 して い るこ とが認 め られ る.性 比 と

扶養率 及 び平均 報酬 月額 と扶養 率 との 間の相 関

も高 いが,こ れ らは扶養 者 を男性 と し,平 均報

酬 月額 の 高い者 が扶 養者 に な り,被 扶養 者 に対

して て当 が支 給 され るな ど,わ が 国の 家族制 度

や給与体 系 の実態 が反 映 されて い る と考 え られ

る.ま た,こ の こ とは,平 均 年齢 と性 比 との間

の相 関 も高い こ とか ら,今 回の調査 対 象で あ る

組合健康 保 険の実態 をよ く示 している といえ る.

平均年 齢 につ いて は,平 均 年齢 が高 くなれば

平均報 酬 月額 も高 くな り,保 険料 収入 が増大 す
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表2　 組合特性の相関係数行列

図1　 入院,外 来,歯 科受診率の変化

るが,扶 養 率 も高 くな る とと もに,受 診率 も高

くな るため に,収 支比 を悪 化 させ て,保 険料率

が上昇 す るこ とに な る.こ の よ うな状況 は,平

均 年齢 が高 くなれば,医 療 費 が高 くな り,収 支

費が悪 くなるという従 来の報告11) 12) 17)とも一 致 し

てお り,年 齢の受 診行 動へ の 影響 の大 きさ を示

して い る.

2. 定率 負 担導 入 に よ る受 診 行動 への影 響

定率 負担 導入 に よ る受 診行 動へ の影 響 として

の受診率 の変化 は,図1及 び表3に 示 す如 く,

表3　 受診率の変化の平均､標 準誤差 と95%信 頼域

医科の入院と外来及び歯科のいずれにおいても

有意性をもって低下しており,定 率負担導入に

よる受診行動への影響が認められた.
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図2　 導入前入院受診率 と入院受診率の変化 との相関

しか し,受 診率 の低下 の程 度 は最 も大 きか っ

た歯科 で3.045%と 低 く, Scitovsky18)ら が25%

の定率 負 担導 入 に よって, 24%の 受診率 の低 下

が認 め られ た とい う報 告18)と比較 して,導 入 され

た負担率 及 び導 入後 の受 診率 の低 下 の いずれに

つ いて も低率 であ った.

負担率 が 上昇 すれ ば受 診率 が低芋 す る との報

告19)一23)は多 く,今 回の研 究 は導入 され た定率 負

担の率 が10%と 低 か った こ とか ら,こ の程 度の

影 響 しか 認め られ なか った と考 え られ る.

しか し,医 科 の 入院 は,外 来 と比較 して変化

の幅 が大 き く,外 来受 診 と入院受 診 との影響 を

比較 しての,定 率 負担 の ある群 の受診率 が,定

率 負担の ない群 の受 診率 と比較 して,外 来受 診

では69%に 低 丁 し,入 院受 診 では80%に 低 下 し

て い た とい うKeelerら21)の 報 告や25%の 定率 負

担群 にお いて も, 50%の 定率 負担 群 にお いて も,

定 率 負担 の影 響 は入 院受 診に おい て大 きか つた

とい うNewhouseら23)の 報告 と比較 して,今 回

の結 果 は興味 深 い.ま た,入 院 につ いて も外来

と同 様 に影 響 が認 め られた こ とは,単 に定率 負

担が 症状 の軽 い疾 患に大 きい とす るLohr24)や

Shapiroら25)の 指摘 の よ うに単純 な もの では な

い と考 え られ る.

定 率 負担の導 入 に よる受 診行動 へ の影響 とし

ては,症 状が 軽 い場 合へ の受 診抑 制 としては外

来 の受 診率 の低 下 が考 え られ,症 状が 重 くて も

負担 額 が増大 す るため の受 診抑制 と しては 入院

に影 響 を与 え る と考 え られ る.こ の点,今 回の

研究 結果 では入院へ の影響 が幅広 く,定 率 負担

導入の受 診行動へ の影響 の複雑 さを示 してお り,

定率 負 担導 入に際 して は,慎 重 な配慮 が必要 で

あ る と考 え られ る.

3. 導 入前受 診率 と受 診率 の変化

定率 負担導 入の 受診行 動へ の影響 を検 討す る

境合,導 入 直前 には負担 直後 の負 担 を軽 減す る
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ために,い わゆる 「駆け込み受診」による直前

の受診率の上昇と直後の受診率の低下をもたら

すことが,特 に漫性疾患の外来受診では考えら

れる.し たがって,今 回は導入年度の前年度と

次年度の受診率を用いて研究を行い,受 診率の

変化も前年度に対する割合 として検討をおこな

った.

これは,健 康保険組合を単位 として研究をお

こなっているので,前 年度の受診率も対象とし

ている健康保険組合の特性 を示す一つの指標と

考えちれるので,導 入年度の前年度の受診率を

導入藤受診率 として5受 診率の変化との関連を

検討しようとしたものである.

その結果は,図2～4に 示す如 ぐ,医 科の入

院と外来及び歯科のいずれについても有意の負

の相関が認められ,導 入前の受診率が高い健康

保険総合ほど導入後の受診率が低下しているこ

とが認められた.

受診率については,低 所得者とともに高年齢

者に受診率が高いとの報告26)があり,平均年齢が

高い健康保険組合や平均報酬月額の低い健康保

険組合などの財政事鷲の悪い健康保険組合にお

いて,定 率負担の導入による早期受診の抑制が

受診率の低下をもたちし,疾 病の重症化につな

がるとすれば,入 院については影響の幅も広 く

なっていることから,財 政基盤の弱い健康保険

組合が定率負担の導入によって,ま すます財政

を悪化させる危険性も考えられる.

4. 受診率の変化と組合特性

定率負担導入の受診行動への影響を組合特性

との関連で関らかにするため,組 合特性を示す

指標と受診率の変化との間の関連を求めた結果

は,表4及 び表5に 示す如ぐである,

図3　 導入前外来受診率 と外来受診率の変化 との相関

表4は 組合特性を示す指標のうち,連 続変数

をとる指標について,医 科の入院と外来及び歯

科別に受診率の変化との関連を明らかにするた

めに,連 続変数である組合特性を示す指標と医

科の入院と外来及び歯科の受診率の変化との間
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の相 関係 数 を求め た結 果 であ り,表5は カテ ゴ

リー変数 の組 合特 性 を示す指 標 につ いて,カ テ

ゴ リー別 に受 診率 の変化 の平 均値及 び標 準誤差

を求 め た結果 で あ る.有 意性 につ いて は,連 続

変数 で あ る指 標に つ いてはま相 関係数 の検 定 を,

カテ ゴ リー変数 で あ る指 標に つ いて は, t検 定 を

お こな った.

図4　 導入前歯科受診率 と歯科受診率の変化 との相関

表4　 運続変数である組合特性 と各受診率の変化 と

の相関係数

(*): p<0.05 (**): p<0.01

表4及 び表5に 示す 如 く,医 科 の入 院 と外 来

及び歯 科 のいず れの受 診率 の変化 に おいて も,

共通 して有 意性 を示 した組合特 性 の指 標 と して

は,収 支比 が認め られ たが,受 診率 の 変化 との

岡に有 意 の相 関 を持つ組 合特性 を示 す指標 につ

いて は,医 科 の入 院 と外 来及 び歯科 で異な って

いた.

収 支 比 につ いて は,い ずれ も正 の相 関が認め

られ,定 率 負担 導 入にごよ る受 診華 の変化 が収支

を悪 くす るこ とは ないが,収 支 比 の悪 い健 康保

険組 合 で,医 科 の 入院 と外 来及 び歯 科 のいずれ

におい て も受診率 が低 下 して い るこ とが考 えら

れ,定 率 負担導 入 の影響 を今後長 期 に わた って

検討 す る必要が あ ろ う.

入院の受診率の変化については,収 支比以外

の指標では,被 保険老数と平均報酬月額及び組

合形態で有意性が認められ,被 保険者数では負

の相関を平均報酬月額では正の相関が認められ
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た.被 保 険者数 と平 均報 酬 月額 は,表2に 示 し

た組合特性 を示す各 指標 間 の相 関係数 行列 に よ

って も明 らか なよ うに,互 い に独立 した指 標 と

考 えられ る。 被保 険者 数が 多 くなるほ ど受 診率

の低下 が大 き くな るが,平 均報 酬 月額が低 くな

るほど受 診率 の低 下 も大 き くな ってお り,低 所

得者 層にお け る受 診率 の低 下 が危倶 され る,し

か も財政状 態 の悪 い総合組 合 に おい て,単 一 及

び連合 組合 と比べ で受 診率 が低 下 しで お り,

 Lohr24)やEnterline27)な どが報告 しているように,

低所 得者 ほ ど患者 負担 の影響 が 大 きい とい う結

果 とも一致 してい る.

表5　 カテゴ リ-変 数である組合特性別の各受診 の変化

医科の外来については,平 均年齢,被 保険者

数,保 険料率でいずれも有意に負の相関が認め

られ,平 均年齢の高い健康保険組合において,

受診率の低下が認められ,保険料率についても,

すでに高率の保険料を徴収している健康保険組

合で受診率の低下が認められた点は,患 者負担

の増大が早期受診の抑制につながる危険性が推

測される.注 目すべきは,医 科の外来において

は組合形態において,総 合組合の方が単一及び

連合緩合よりは受診率の低下が大きく,業 種で

は第三次産業よりは第二次産業で,地 域別では

医療費について認められる西高東低28)が受診率の

変化でも認められ,定 率負担の導入が組合特性

として恵まれない健康保険組合に集中して有意

に受診率の低下をもたらしている状況が認めら

れる.

歯料については,性 比及び扶養率において有

意に 正の相 関が 認め られ,定 率負 担導 入に よ る

歯科 への受 診行動 に対 す る影 響 に,性 に よる差

異が 認め られ た.す なわ ち,女 性 が男性 よ りも

受診 率の低 下が 著 しか った.

平 均報 酬 月額 につ いて は正の相 関が,保 険 料

率 につ いて は逆 に負 の相関 が認め られ,悪 まれ

ない健康 保険組 合 におい て,定 率 負担 の導 入に

よっ て,受 診率 の低 下が大 きか つ た.注 日す べ

きは歯科 受 診にお いて,地 域差 が認め られ た こ

とで あ り,医 科 の外 来以上 に西 日本 にお いて,

受 診率 の低下 が著 し く,歯 科受 診 につ いて も西

高策低29)が認め られ,医 療 費 の高 い地 域 での受 診

率 の低 下が,医 科 の外 来 と ともに歯科 におい て

も認 め られた.

5. 重 回帰分析 の結果

定率 負 担導 入に よる受 診行 動へ の影響 につ い

て,導 入 の前後 にお け る受 診率 の変化 と組合 特

性 を示す 各指標 との 間の個 々の相 関 につい て検

討 して きたが,各 指標 間 の交絡 した影響 が考 え

られ る.そ こで,単 相 関係 数が有 意 であ った指

標 を説 明変数 とし,受 診率 の変 化 を 目的変数 と

して,今 回は組合特 性 を示す指 標が 多 いため,

偏 回帰 係数 が有意 となる変数 のみ で重相関 係数

を求 めた い と考 えて, Step Wise法30)を 用い た.

その結 果 は,表6に 示す 如 く,医 科 の 入院 と外

来及 び歯科 の いずれの受 診率 の変化 に つい て も

有意 の重権 関係数 が得 られ た.

重 回帰分 析 によ って求 め られ た予測値 と観 察

値 の 差 であ る残 差 に一 定 の傾向性 が認 め られ な
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い こ とを確 認 す るため の指標 として,ダ ー ビン・

ワ トソン比31) 32)を求 めた.こ の値 は0か ら4ま で

の値 を とるが, 2に 近 い麺 を とる と残差 系列 に

傾 向雛が 認め られ な い ことにな る.今 回の分析

結果 で は,い ずれ の ダー ビン ・ワ トソン比 も2

に近 く,傾 向性 を否定 し得 たの で,こ れ らの分

析 に重 回帰分 析 を用 いた こ との 妥当性 は認 め ら

れ た こ とにな る.

表6　 入院,外 来及び歯科の受診率 の変化に関す る

重回帰分析

(*): p<0.05 (**): p<0.01

単相関で有意であった指標であるが,偏 回帰

係数が有意でなかった指標は,入 院受診では組

合形態,外 来受診では地域,歯 科受診では性比

と平均報酬月額であり,こ れらの指標は,他 の

指標と交絡関係にあるためといえる.

また,偏 回帰係数から,医 科の入院受診では

収支比が,外来受診では平均年齢 と保険料率が,

歯科受診では収支比と扶養率とが定率負担の影

響 との関連が強いことが明らかとなり,定 率負

担 の影響 に間連 す る組合 特性 は,医 科 の入 院 と

外来 及 び歯科 の各 々で異 なって い るこ とが 認め

られ る.

結 論

昭和59年10月 に導入 され た被用 者健 康保 険 に

おけ る被保 険者 本 人への一割 定率 負 担の導入が

医療 へ の受 診行 動 へ及 ぼ した影響 を受 診率 の変

化 に よっ て明 らか にす る目的 で,健 康保 険組 合

特 性 を示す指 標 との関連 を検 討 した結 果は以 下

の3点 に要約 し うる.

1. 定 率負 担導 入前後 の[獲科 の 入院 と外来及 び

歯科 におけ る受 診率の変 化 につ いて は,い ずれ

も導 入後 に有意 に受診率 が低 下 して い た.

2. 医科 におけ る入院 と外 来及 び歯科 のい ずれ

にお いて も,導 入前の受 診率 が 高か っ た健康 保

険組合 ほ ど導入 後の受 診率 が大 き く低 下 して い

た.

3. 重 回帰分析 の結果,定 率 負担 導 入の受 診行

動へ の影響 に関 連す る組合 特性 を示す 指標 は,

医科 の入 院 と外 来及 び歯科 で,種 類 と程度 が異

なって いた.

稿 を終えるにあた り,御 懇篤 なご指導 と御校閲 を

賜った恩 師岡山大学医学部衛生学教室青 山英康教授

に深謀 の謝意を表 します。

また,本 研究につ いて,御 指導,御 助言いただい

た岡山大学医学部衛生学教室井谷徹助教授,研 究の

実施 ・検討に御援助いただいた岡山大学医学部衛生

学教室の小河孝則技官に深謝致 します.

(本論文は, 1990年4冠,第60回 日本衛生学会総会

で発表)
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The study evaluated the impact of the October, 1984 introduction of a 10% cost sharing on 

the attitude of insured persons in the Employees' Health Insurance Scheme. The subjects were 

1701 Health Insurance Societies, all of which had joined the Health Insurance Society 

Association from 1983 to 1985.

Physician utilization rates in 1983 and 1984 were analyzed to disclose the effects of the 10% 

cost sharing introduction. Moreover the author examined which factors of Health Insurance 

Society were related to the changes of the rates by multiple regression analysis.

The results are as follows. 

1. All medical service rates of admissions, outpatient visits, and dental visits were reduced 

significantly after the introduction. 

2. The impacts were higher in the Societies in which rates before the introduction were higher 

for all medical services.

3. Multiple regression analysis revealed differences in indicators related to the characteristics 

of the society among all medical service rates.


